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１ 国土調査とは 
 

 国土調査とは、国土調査法（昭和 26 年６月１日法律第 180 号）及び国土調査促進特別措置法（昭

和 37 年５月 19 日法律第 143 号）に基づき、国土の実態を科学的かつ総合的に調査し、国土の開発、

保全並びにその利用の高度化に資するための基礎的資料を整備する調査であり、地籍調査、土地分

類調査及び水調査の三種に大別されます。 

 地籍調査は、毎筆の土地について、その所有者や地番、地目の調査並びに境界の確認及び地積に

関する測量を行う調査です。 

 土地分類調査は、土地をその利用の可能性により分類する目的をもって、土地の利用現況、土性そ

の他の土壌の物理的及び化学的性質、その他の主要な自然的要素並びにその生産力に関する調査で

す。 

 水調査は、治水及び利水に資する目的をもって、気象、陸水の流量、水質、取水量、用水量、排水量

及び水利慣行等の水利に関する調査です。 

 これらのうち、県内では各市町村が地籍調査を実施しています。また、土地分類調査のうち土地分類

基本調査を県が実施し、水調査については国が実施し県土全域で完了しています。 

 

２ 国土調査事業の経過 
 

 地籍調査は、昭和 26 年に国土調査法が制定され、調査初期には実施主体である市町村等の要望

を基礎とした任意方式で実施されましたが、昭和 32 年に国土調査法の一部を改正して特定計画を策

定することにより事業を促進する特定計画方式に移行しました。 

 しかし、事業の進捗は十分でなかったため、昭和 37 年に国土調査促進特別措置法を公布・施行し、

昭和 38 年より十箇年計画を定めて調査を実施するようになり、令和２年５月には第７次十箇年計画

（令和２年～11 年）が閣議決定されました。 

 全国での、各方式または十箇年計画毎の実施状況等については、次のとおりです。 
 

   ○全国の実施状況 

 計画面積（k ㎡） 実績面積（k ㎡） 達成率（％） 

任意方式 

（昭和 26 年～31 年） 

 

  － 

 

１，８４０ 

 

－ 

特定計画方式 

（昭和 32 年～37 年） 

    

   － 

 

５，５６２ 

 

－ 

第一次十箇年計画 

（昭和 38 年～44 年） 

 

４２，０００  

 

１８，９０９ 

 

４５ 

第二次十箇年計画 

（昭和 45 年～54 年） 

 

８５，０００  

 

３８，２３８ 

 

４５ 

第三次十箇年計画 

（昭和 55 年～平成元年） 

 

６０，０００  

 

３２，７３５ 

 

５５ 

第四次十箇年計画 

（平成 2 年～11 年） 

 

４９，２００  

 

２２，２６１ 

 

４５ 

第五次十箇年計画 

（平成 12 年～21 年） 

 

３４，０００  

 

１６，４００ 

 

４８ 

第六次十カ年計画 

(平成 22 年～31 年) 

 

２１，０００  

 

         ９，７１３ 

 

４６ 

第七次十箇年計画 

（令和 2 年～11 年） 

 

１５，０００ 
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１ 地籍調査とは 
 

 人に関する記録として戸籍があるように、土地に関する記録を地籍といい、日本の国土を正確に、そ

してもれなく記録するための土地の基礎的な調査が地籍調査です。 

 調査内容は、一筆ごとの土地について所在、地番、地目、筆界の調査と、登記簿に記載された所有者

に関する確認と、筆界の測量及び面積の測定で、この調査結果により作成された地図（地籍図）と簿冊

（地籍簿）は、一定の手続きを経て法務局にある登記簿や公図を書き改めることにより、不動産登記に

反映されます。 

 

２ 地籍調査の必要性 
 

 西欧先進国では、すでに地籍調査が完了し土地の高度利用が図られていますが、我が国における

土地に関する調査は、その時代の基本的政策や制度と結びついて行われてきており、いまだかつて地

籍調査と称すべき調査の例がありません。明治時代に尺貫法で作成された
じ お し

地押調査図（裏表紙の図面

：
あ ざ き り ず

字限図とも呼ばれる。）が現在も公図（旧土地台帳附属地図）として、土地台帳が廃止された今日でも

利用されています。この公図は、当時の精度の低い測量技術や課税に対する配慮などで、実際の土地

と比較した場合にズレなどが生じている場合が多くあります。 

地籍が明確化されることにより、国民の財産の保全、各種負担の平等化が図られ、また、公共事業や 

都市開発がスムーズに行われることによる社会経済への効果は大きく、更には万が一被災した場合に 

は早期の復興にも寄与します。このことから、地籍の不備及び欠陥を早急に改善する必要があります。 

 

３ 地籍調査の効果 
 

 地籍調査の結果は、土地に関するあらゆる施策の基礎資料として広範囲に利用できます。 

効果の主なものは次のとおりです。 
 

① 土地の境界が明確になり、境界紛争などのトラブルの発生を未然に防ぐことにつながります。 

② 土地の売買、分筆及び合筆などの土地取引の円滑化に役立ちます。 

③ 地震、土砂崩れ、水害等により被災した場合、個々の土地の筆界の位置は地球上の座標値で表

されているため、元の位置を容易に復元でき、迅速な災害復旧に役立ちます。 

④ 土地の正確な地目、面積が明らかになるため、課税の適正化につながります。 

⑤ 各種公共事業用地内の土地の境界等を明確にすることで、用地取得や用地調整の円滑化につ

ながります。 

⑥ 土地行政全般の合理化、効率化を図ることができます。 

 

 
 

 

 

 Ⅱ 地籍調査 



 - 3 -

４ 地籍調査の分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① 基準点測量 

 地籍調査で行われる測量の基礎とするため、基準点（四等三角点、補助基準点）を地籍調査実施

予定地区に設置するもので、原則として地籍調査が行われる前年度までに、市町村等からの要望に

より国土地理院が設置します。なお、平成２７年度から電子基準点を与点とした地籍測量を実施する

こととなり、原則設置の要望はできなくなりました。  

  

 ② 地籍調査 

 地籍調査の作業は、大きく分けて「一筆地調査」と「地籍測量」とに二分されます。 

 一筆地調査は、一筆ごとの土地について、その所有者、地番及び地目の調査を行うとともに、所有

者の立ち会いのもとで土地の筆界を確認し杭を打ちます。 

 地籍測量は、一定の密度で基準となる点を設置し、その成果を基に一筆地調査において確認され

た一筆ごとの筆界について測量を実施します。 

 これらの成果を地図（地籍図）及び簿冊（地籍簿）にまとめる調査です。 

 

 ③ 効率的手法導入推進基本調査（リモートセンシング活用型、MMS 等活用型） 

 令和２年度から国土交通省が実施しているもので、地域特性に応じた効率的で先進的な調査手法

を用い、地籍調査の円滑化及び迅速化に資する基礎的な情報を整備しています。 

 リモートセンシング活用型は、航空機からの航空レーザー測量手法等の活用により広範囲の山林地

域の情報を迅速に計測し、取得したデータから空中写真だけでなく、微地形表現図、林相識別図等の

山村境界に関する多様な情報を整備します。 

 MMS（モービルマッピングシステム）による車載写真レーザー測量手法を活用して官民境界エリア

を迅速に計測して数値地形図を作成するとともに、公物管理者が保有する境界情報等も有効活用し

つつ、官民境界に関する基礎的情報を整備します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

地籍調査

①基準点測量 （S26～）

②地籍調査 （S26～）

③効率的手法導入推進基本調査 （R2～）

④公共測量等確定調査の国土調査指定 （S52～）
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 ④ 公共事業等確定測量の国土調査指定（国土調査法第 19 条第５項指定） 
 

 地籍調査と類似の調査・測量として、公共事業で実施される確定測量や民間で行われる用地測量等が

ありますが、この成果が地籍調査と同等以上の精度及び正確さを有すると認められる場合、国土調査の

成果と同一の効果があるものとして、国土調査法第 19 条第５項の指定を受けることができます。 

 

 １）指定の意義 

  ア 地籍調査の成果と同等以上であることが公証され、その調査・測量が極めて正確なものである

と認められます。 

  イ 類似した調査・測量を同じ地区で重複して行うことを防止できます。 

 

 ２）指定の対象 

ア 土地改良事業や土地区画整理事業等の換地を伴う事業 

イ 公共団体や民間事業等の開発を行う事業 

ウ 公共測量等で設置された基準点 

 

 ３）基準点の設置 

 国土調査法第 19 条第５項指定の促進のため、この申請をしようとする公共事業確定測量区域、

または民間事業を実施する地域において、事業者からの要望を基に四等三角点の設置を国土地理

院が行っています。なお、設置に係る申請者の経費負担はありません。 

 

 ４）手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  ５）令和２年の国土調査法改正における制度見直し 

民間事業者等が作成した測量成果の活用に際して民間事業者等に追加的な手間がかかるといっ

た課題に対応するため、地方公共団体による代行申請制度が創設されました。（第 19 条 6 項） 

 

ア　一般的な申請の場合

測量・

調査施行者

④通知 ③官報公告

法務局

⑥登記簿の記載の変更

イ　代行申請の場合

①認証の申請（同意書） ②代行申請

測量・

調査施行者

⑤通知 ④官報公告

法務局

⑦登記簿の記載の変更

国土交通大臣

都道府県

①認証の申請

②19条5項指定

⑤成果の送付

（政策統括官付 地理空間情報課 地籍整備室）

国土交通大臣

（政策統括官付 地理空間情報課 地籍整備室）

都道府県

地方公共団体

③19条5項指定

⑥成果の送付
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５ 地籍調査の実施事業 
 

 市町村、土地改良区等が地籍調査事業を実施する際に、次の対象要件を満足する場合には国庫補

助事業メニューを活用することができます。 

 

①地籍調査費負担金 

目  的： 国土の開発及び保全並びにその利用の高度化 

対象範囲： 重点対象の５分野（※１）に該当する地籍調査 

       ※１： 社会資本整備、防災対策、まちづくり、森林施業・保全、所有者不明土地対策 

 

②社会資本整備総合交付金（防災・安全交付金） 

目  的： 社会資本整備と地籍調査との連携推進による社会資本整備の円滑化 

対象範囲： 社会資本整備総合交付金で実施する社会資本整備事業と連携した地籍調査 

 例）土砂災害等のおそれのある地域と重複する地籍調査 

 

③社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助 

目  的： 社会資本整備と地籍調査との連携推進による社会資本整備の円滑化 

対象範囲： 事業実施の見通しが確実な社会資本整備事業と連携して行う地籍調査 

 例）個別の公共事業実施区域と重複する地籍調査 

 例）土砂災害等のおそれのある地域と重複する地籍調査 

 

【参考】重点対象の５分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国土交通省作成資料を引用・加工） 

 

 

 

 



 - 6 -

６ 地籍調査の作業手順（作業工程） 
 
  地籍調査の作業手順は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国土交通省作成資料を引用・加工） 

 

◆各作業の概要は次のとおりです。 

 

① 事業計画（Ａ工程） 

 全体事業計画や年度計画の策定、関係機関との調整及び国土調査法に規定される手続などを行

います。 

 

② 準備（Ｂ工程） 

 実施組織（市町村等）の体制を整備し、調査対象地域の関係者等に対して説明会や広報活動など

を通じて調査実施の周知を図り、実施の際の協力が得られるよう準備を行います。 

 

③ 地籍図根三角測量（Ｃ工程） 

 国土地理院で設置する基準点だけでは不足するので、これを補うために地籍図根三角点を設置

し、その位置を測量します。 
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④ 地籍図根多角測量（Ｄ工程） 

 細部測量の基礎とするために基準点及び地籍図根三角点等をもとにし、地籍図根多角点を設置

し、その位置を測量します。 

 

⑤ 一筆地調査（Ｅ工程） 

 一筆ごとの土地について登記簿及び公図等をもとに、所有者、国、県、市町村の公共物管理者及

びその他施設管理者の立ち会いのもと所有者、所在、地番、地目及び筆界の確認を行い、それぞれ

の筆界に杭や鋲などを入れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 地籍細部測量、一筆地測量、地籍図原図作成（Ｆ工程） 

 所有者に確認してもらった土地の筆界を、地籍細部図根点等をもとに一筆ごとの測量を行い、地

籍図原図を作成します。作業工程としては、地籍細部図根点等を設置するＦ１工程、一筆ごとの測量

を行うＦⅡ－１工程、測量成果をもとに地籍図原図を作成するＦⅡ－２工程に分類されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 地積測定（Ｇ工程） 

 細部測量により算出された筆界点の座標値及び作成された地籍図原図をもとに、一筆ごとの地積

を計算します。 

 

⑧ 地籍図、地籍簿作成（Ｈ工程） 

 調査の結果に基づき、地籍簿案を作成します。 

 

⑨ 閲 覧（Ｈ工程） 

 地籍図原図、地籍簿案は各市町村の役場などで 20 日間の閲覧に供されます。もし、誤りなどが

あれば申し出により再調査し訂正されます。これらの手続きが終わると地籍図、地籍簿の認証を県に

対して請求します。 
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 地籍簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  地籍図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩認 証 

 県知事は市町村からの認証請求に基づき、成果について測量及び調査上の誤りがなく、国土調査

法施行令で定める限度以上の誤差がないかを審査し、誤り等が無い場合には、国土交通大臣の承

認を得たうえで成果の認証を行い、正確な権威ある資料であることを証明します。 

 

⑪法務局送付、市町村備え付け 

 認証された成果は法務局へ送付されて、登記簿は地籍簿をもとに書き改められ、地籍図は不動産

登記法第 14 条第１項の地図として備え付けられます。 

 また、市町村で保管される成果は、各種事業や課税の面で利活用されます。 
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７ 事業主体 
 

 県、市町村、土地改良区及び森林組合等が事業主体になることが可能ですが、令和 7 年度におい

て、本県では市町村が事業主体となっています。 

 調査の実施にあたっては、事業計画・準備を除く各工程（C～H 工程）について測量会社等に委託す

ることが可能ですが、各事業主体においても工程管理及び工程検査を行うほか、一筆地調査にも同行

するなど、地区の状況について常に把握しておく必要があります。また、土地所有者等の現地立会いが

原則であることから地籍調査推進委員会などを設置し、調査趣旨の徹底と協力を求め、スムーズな推

進を図ることが必要です。 

 

８ 調査に要する経費 
 

 地籍調査事業費は、調査地域の筆数、一筆平均面積、傾斜度、視通状況等から図面の縮尺や精度

などにより大きく異なりますが、本県での令和６年度における１k ㎡当たり平均経費は 7,800 万円程度

となっています。 

 この経費の負担は次のとおりであり、個人には負担がかかりません。 

 なお、県や市町村の負担分については、一定の割合で特別交付税が交付されます。 
 

   〔市町村が事業主体の場合〕 
 

区  分 国負担分 県負担分 市町村負担分 

負担割合 １／２ １／４ １／４ 

１k ㎡当たり 3,900 万円 1,950 万円 1,950 万円 
 

   〔土地改良区等が事業主体の場合〕 
 

区  分 国負担分 県負担分 市町村負担分 

負担割合 ２／３ １／６ １／６ 

１k ㎡当たり 5,200 万円 1,300 万円 1,300 万円 

     ※金額は目安であり、調査地域の条件等により変動する。 

 

９ 全国の実施状況 
 

 地籍調査は、昭和 26 年から行われており、その開始から 73 年が経過しました。 

 しかし、令和６年度末時点においては、全国土面積 377,794k ㎡から国有林・湖沼等の公有水面

を除く要調査面積 287,966k ㎡のうち、調査を行った面積は 152,244k ㎡、進捗率は 53％であり、

進捗速度が遅いことから、早急に調査を推進する必要があります。 

 特に都市部（DID:人口集中地区）及び山村部（林地）において、調査が遅れています。 

 

 

 

対象面積(k ㎡) 

 

実績面積(k ㎡) 

 

進捗率(%) 

    

    

    

    

    

    

    

DID(人口集中地区) 12,673  3,436  27  

DID 以外 

 

 

宅地 19,453  10,125  52  

農用地 77,690  55,166   71  

林地 178,150  83,517  47  

        計 287,966  152,244  53  

数値はいずれも、令和６年度末時点。                                         

※DID とは、人口集中地区（Densely Inhabited District）の略。国勢調査において設定される人口密度が 1ha あた

り 40 人以上，人口 5,000 人以上の地域で実質的な都市地域を表す。平成 27 年の国勢調査をベースとしている。 

※四捨五入を行っているため、合計が一致しない場合がある。 
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①地籍調査の着手状況 

全国 1,74１市町村のうち令和６年度までに調査を着手した市町村は 1,638（着手率 94％）で、 

このうち、すでに完了した市町村は 608（35％）となっています。 

その一方で未だに調査未着手の市町村は 103（６％）であり、少しずつですが減少しています。 
 

区分 市町村数 構成比 

地籍調査を完了した市町村 608  35%  

地籍調査を実施中の市町村 821  47%  

地籍調査を休止している市町村 209  12%  

地籍調査に未着手の市町村 103  6%  

 1,741   

       数値はいずれも、令和６年度末時点。 

 

②都道府県ごとの進捗状況（令和６年度末時点） 

調査の進捗状況は地域差が大きく、北海道、東北、中国、四国及び九州地方では比較的進んで 

おり、関東、中部、北陸及び近畿地方で大幅に遅れています。 

 

 

                                                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国土交通省作成資料を引用） 

地籍調査進捗率（令和６年度末時点（令和７年６月調べ）） 
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１０ 国土調査法第 19 条第５項指定について 
 

国土調査法では、土地に関するさまざまな測量・調査の成果について、その精度・正確さが国土調

査と同等以上の場合に、当該成果を国土交通大臣等が指定することにより国土調査の成果と同様に

取り扱うことができるとしており、これを「19 条５項指定」と呼んでいます。 

例えば、土地改良事業、土地区画整理事業または宅地開発など土地の区画形質の変更を伴う事業

や、公共事業等で実施される用地調査などを行った場合に作成される地図（確定測量図）等について、

19 条 5 項指定を受けることができます。  

 

①指定の意義 

１）測量の信頼性が高まります 

19 条５項指定により、測量の基準や測量上の誤

差の限度等について一定の条件を満たしているこ

とが確認されるため、当該測量・調査が極めて正

確であることが公証され、信頼性が高まります。 

正確な地図を作成することにより、近隣との境界

争い等が未然に防止され、将来土地の売買等を行

う場合も円滑に行うことができるようになります。 

 

２）法務局の正式地図となります 

区画整理や宅地開発等に伴う土地の異動につ

いて登記を行う場合に、国から法務局に指定書が

送付され、法務局における正式な地図（不動産登

記法第 14 条第１項の地図）として備え付けられま

す。 

これにより、測量成果である図面が公的に管理

され、成果の散逸がなくなります。 

 

３）法務局の正式地図とは？ 

土地一筆ごとの位置や形状は、法務局の地 

図（公図）に表されています。 

しかしながら、公図の中には、明治時代の測

量成果をそのまま引き継いだものも多く残って

います。法務局では、現代的な測量に基づき土

地の正確な位置・形状を表したものを「正式地

図（不動産登記法第 14 条第１項の地図）」とし、

それ以外のものは「地図に準ずる図面」として扱

っています。 

19 条５項指定を受けることで、確定測量図等

が正式地図として扱われることになります。 
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②地籍整備推進調査費補助金について 

土地に関する調査や測量は様々な場所で行われていますが、これらの成果の多くはその目的のた 

めにしか利用されないことがほとんどです。この成果が持つ土地に関する正確な情報を共有すること 

により、土地の売買、相続及び開発などに係る境界確認に要する時間やコストの縮減を図ることができ 

ます。 

このためには、国土調査法第 19 条第５項指定を受けることが有効であり、指定者から法務局へ成

果が送付され、不動産登記法第 14 条第１項地図として備え付けられることにより活用が図られます。 

19 条５項指定申請に必要な調査や測量をＤＩＤ地区または都市計画区域で行い、その成果をもとに

19 条５項指定申請を行う者に対して補助をするため、平成 22 年度に国土交通省において地籍整備

推進調査費補助金制度が創設されました。 

令和５年度には補助対象の内容が拡充され、国土調査法第 19 条第６項に基づき地方公共団体が

代行申請する場合の地方公共団体の自己負担について、定額補助が活用可能になりました。 

 

 ○地籍整備推進調査費補助金 

      事業主体 地方公共団体、民間事業者等 

      地域要件 ＤＩＤ（人口集中地区）または都市計画区域（ただし、地籍調査実施済み地域は除く） 

   面積要件 500 ㎡以上 

   補 助 率 次のとおり 

      事業主体 地方公共団体（直接補助）       民間事業者等（間接補助）        民間事業者等（直接補助） 

 

  

 

 

 

 

      補助金の流れ  直接補助：国    →    地方公共団体や民間事業者等 

          間接補助：国 → 市町村 → 民間事業者等 

 

      補助限度額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国土交通省作成資料を引用・加工） 

 

国

1/2

地方公共

団体

1/2

国

1/3

市町村

1/3

民間事業

者等

1/3

国

1/3

民間事業

者等

2/3
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１ 地籍調査の実施状況 
 

 本県の地籍調査は、昭和 28 年から県が実施主体として、土地改良事業実施地区の中群馬・長野堰

及び碓氷用水の各土地改良区の受益地で実施しました。また、市町村では同年から明和村（現明和

町）が着手しました。 

その後、第一次、第二次十箇年計画と順調に伸びてきましたが、第一次オイルショック後は漸減の傾

向にありました。しかし、近年この事業の重要性及び必要性が見直され、令和６年度までに 35 市町村

のうち 30 市町村が調査に着手しております。また、既に調査を完了した市町村が４町村あります。 

 現在では、令和２年５月に第七次十箇年計画（令和２年～11 年）が閣議決定され、この十年間の地籍

調査実施面積を 166k ㎡と定めて調査の進捗を図っています。なお、令和６年度末時点の県全体の進

捗率は、調査面積 4,342k ㎡に対して調査済み面積及び 19 条５項指定済み面積の計が 1,578k ㎡

であり、36.3％となっています。 

 今後も、休止市町村の再開、未着手町村の新規着手及び調査中市町村の調査面積拡大などにより

調査の進捗を図っていく必要があります。 

 本県の各調査方式または十箇年計画にかかる調査実施状況は、次のとおりです。 
 

   ○全国の実施状況 

 計画面積（k ㎡） 実績面積（k ㎡） 達成率（％） 

任意方式 

（昭和 26 年～31 年） 

 

  － 

 

５２ 

 

－ 

特定計画方式 

（昭和 32 年～37 年） 

    

   － 

 

６３ 

 

－ 

第一次十箇年計画 

（昭和 38 年～44 年） 

 

８００  

 

１８９ 

 

２４ 

第二次十箇年計画 

（昭和 45 年～54 年） 

 

１，６００  

 

４５２ 

 

２８ 

第三次十箇年計画 

（昭和 55 年～平成元年） 

 

９００  

 

２６３ 

 

２９ 

第四次十箇年計画 

（平成 2 年～11 年） 

 

８００  

 

１８８ 

 

２４ 

第五次十箇年計画 

（平成 12 年～21 年） 

 

６２１  

 

１２７ 

 

２０ 

第六次十カ年計画 

(平成 22 年～31 年) 

 

２３０  

 

         １０８ 

 

４７ 

第七次十箇年計画 

（令和 2 年～11 年） 

 

１６６ 

 

 

 

 

 

 Ⅲ 群馬県の地籍調査 



２　地籍調査実施市町村一覧図

３５市町村
（１００％）

計

未着手市町村
下仁田町、片品村、板倉町、千代田町、
邑楽町

全市町村が第七
次十箇年計画に
含まれている。

前橋市、沼田市、川場村、甘楽町、
中之条町、長野原町

２０
（５７．２％）

６
（１７．１％）

５
（１４．３％）

実施市町村

高崎市、桐生市、伊勢崎市、太田市、
館林市、渋川市、藤岡市、富岡市、安中
市、みどり市、 榛東村、吉岡町、上野村、
神流町、南牧村、嬬恋村、東吾妻町、
昭和村、みなかみ町、大泉町

休止市町村

市町村名 備考

完了市町村 草津町、高山村、玉村町、明和町
４

（１１．４％）

項目 市町村数

 

 

嬬恋村 

S47～ 

草津町 

～S51 

六合村 

H11～ 

長野原町 

S50～ 

中之条町 

S39～ 

東吾妻町 

S45～ 

富岡市 

S34～ 

甘楽町 

～H18 

高崎市 

S44～ 

沼田市 

S63～ 

桐生市 

S47～ 

太田市 

S38～ 

伊勢崎市 

H 元～ 

桐生市 

S47～ 

神流町 

H16～ 
館林市 

H16～ 

高山村 

～H6 

渋川市 

S42～ 

安中市 

S31～ 

玉村町 

～S37 

明和町 

～S49 

前橋市 

S36～ 

藤岡市 

H25～ 

みなかみ町 

S44～ 片品村 

昭和村 

H22～ 

吉岡町 H24～ 

下仁田町 

南牧村 

H30～ 

上野村 

H26～ 

みどり市 

S42～ 

大泉町 

H30～ 
邑楽町 

千代田町 
板倉町 

休 止(6) 

未着手(5) 

中之条町 

S39～ 

着手・再開(0)

完 了(4) 

実施中(20) 

凡  例 

川場村 

R2～ 

榛東村 

H26～ 
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３　地籍調査状況マップ
国土交通省　地籍調査Webサイトより（令和6年度末）

地図の凡例
色

　　　各市町村毎の進捗状況については、地籍調査Webサイト中の地籍調査状況マップで確認可能です。

　http://www.chiseki.go.jp/map/10.php?

都道府県有林等の大規模国・公有地

国有林野（地籍調査の対象外地域）

地籍調査未実施地域

状況

地籍調査実施済み、実施中の地域

国土調査法第19条第5項による指定が行われた
地域

都市部官民境界基本調査または、山村境界基本
調査が行われた地域

土地区画整理事業等が行われ、地籍が一定程度
明らかになっている地域
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　　※能登半島地震による座標補正を、令和６年度に1.98k㎡実施。

　　　（上記の事業量には含まない。）

　４　地籍調査年度別実績　（過去１０年間）

398 392 398

333
317

340
349

320
340

298

334

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

事 業 費事業費 (百万円)

12.29

10.43
11.11

9.23

7.59 7.66
8.28

5.40 5.48
4.96

4.21

0

2

4

6

8

10

12

14

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

事 業 量面積 (km2)
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５　　令和６年度　市町村別地籍調査実績

（凡例） 令和5年度までに実施済みの工程 令和6年度実施工程

0.06 0.01

0.05 0.01

0.07 0.02

0.06 0.05

0.05 0.04

0.06 0.04

0.35 0.17

0.10 0.02

0.11 0.02

0.09 0.07

0.13 0.10

0.43 0.20

0.18 0.04

0.12 0.03

0.08 0.06

0.13 0.10

0.51 0.23

0.14 0.03

0.16 0.12

0.30 0.15

0.15 0.03

0.12 0.09

0.12 0.03

0.39 0.15

0.22 0.05

0.39 0.09

0.14 0.11

0.10 0.08

0.85 0.32

0.27 0.06

0.27 0.21

0.54 0.27

0.38 0.09

0.33 0.25

0.38 0.01

1.09 0.35

0.23 0.05

0.39 0.30

0.34 0.01

0.96 0.36

Ｄ Ｅ１ Ｅ２ ＦⅠ
番
号

市町村名 計画区名 調査面積
（km2)

換算面積
(k㎡) Ｇ

実　　施　　工　　程

Ｃ ＦⅡ-1 ＦⅡ-2
集成図

Ｈ

地籍図
等作成

数値
情報化

石原Ⅰ

松之沢Ⅳ

1 高崎市

中里Ⅳ

水沼Ⅶ

小　計

水沼Ⅵ

岩崎Ⅰ

2 桐生市

菱町の一部７

水沼の一部８

菱町の一部８

水沼の一部９

小　計

三光町・上泉町・緑町の各一
部

太田町・末広町の各一部

山王町・中町・今井町の各一
部

4 太田市

新田下江田町・新田中江田
町・粕川町の各一部

小　計

新田下江田町・粕川町・出塚
町の各一部

3 伊勢崎市

山王町・堀口町・除ヶ町の各一
部

5 館林市

仲町の一部、西本町の一部

西本町の一部、大街道一丁目
の一部

小　計

小　計

北牧Ⅲ

津久田Ⅶ

本町一丁目の一部、代官町の
一部、朝日町の一部

津久田Ⅵ

小　計

6 渋川市

北牧Ⅱ

小　計

8 富岡市

妙義町大牛の一部Ⅲ・妙義町岳の一
部Ⅱ

妙義町大牛の一部Ⅳ・妙義町岳の一
部Ⅲ・妙義町妙義の一部Ⅰ

7 藤岡市

鬼石Ⅲ

鬼石Ⅳ

妙義町大牛の一部Ⅴ・妙義町岳の一部Ⅳ・
妙義町行沢の一部Ⅱ・妙義町諸戸の一部Ⅰ

小　計

9 安中市

瀧名田の一部Ⅱ・中河原

川久保・森脇・水出

小　計

蟹沢・西浦・北浦
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（凡例） 令和5年度までに実施済みの工程 令和6年度実施工程

Ｄ Ｅ１ Ｅ２ ＦⅠ
番
号

市町村名 計画区名 調査面積
（km2)

換算面積
(k㎡) Ｇ

実　　施　　工　　程

Ｃ ＦⅡ-1 ＦⅡ-2
集成図

Ｈ

地籍図
等作成

数値
情報化

0.06 0.01

0.09 0.07

0.15 0.08

0.34 0.07

0.20 0.15

0.54 0.22

0.16 0.04

0.21 0.16

0.37 0.20

0.07 0.06

0.07 0.06

0.03 0.02

0.03 0.02

0.38 0.09

0.16 0.11

0.16 0.003

0.70 0.203

0.04 〈検〉

0.26 〈検〉

0.11 〈検〉

0.29 〈検〉

0.31 〈検〉

0.41 〈検〉

0.20 0.05 〈検〉

1.62 0.05

0.41 0.09

0.30 0.23

0.21 0.05

0.92 0.37

0.10 0.02

0.09 0.07

0.19 0.09

0.66 0.15

0.58 0.45

1.24 0.60

0.18 0.13

0.18 0.13

合　　　計 9.81 4.21

注）１　調査面積欄の符号は、次のとおりとする。
　　　Ｃ＝地籍図根三角測量　Ｄ＝地籍図根多角測量　Ｅ１＝素図作成　E２＝一筆地調査　ＦⅠ＝地籍細部測量　ＦⅡ-1＝一筆地測量　ＦⅡ-2＝地籍図作成　Ｇ＝地積測定　Ｈ＝地籍図及び地籍簿の作成

　　２　換算面積は、調査面積にＣ、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｇ及びＨ工程の、換算面積率を乗じて得た面積である。
　　３　平成２９年度より、D工程を省略する事が可能となったことから各地区省略となっている。（本表では斜線で表示）
　　４　実施工程欄の〈検〉は、令和６年能登半島地震に伴う座標補正及び検証測量を示す。既存成果の補正のため、換算面積には含まない。
　　５　記載の面積はそれぞれ四捨五入を行っているため、合計は一致しない場合がある。

新井の一部３

新井の一部４

10 みどり市

大間々１１

大間々１２

小　計

小　計

12 吉岡町

大久保４

大久保５

小　計

11 榛東村

13 上野村
勝山Ⅱ

小　計

15 南牧村

千原

磐戸１

磐戸２

小　計

神流町
大字船子の一部(2)

小　計
14

17 東吾妻町

岩下の一部３

小　計

須賀尾の一部７

小　計

16 嬬恋村

大畑の４

上ノ原・堰下

18 昭和村

貝野瀬Ⅴ

貝野瀬Ⅵ

19 みなかみ町

相俣Ⅷ

相俣Ⅸ

小　計

小　計

20 大泉町
寄木戸３・仙石１

小　計

〈検〉

〈検〉

〈検〉

〈検〉

〈検〉

〈検〉

〈検〉

出水の２

丸・陣場

大畑の５

市後原

鎌原の一部

岩下の一部４
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６　　令和７年度　　市町村別地籍調査実施計画
（令和7年4月現在）　

Ｃ Ｄ
RD1
RD2

RD3 Ｅ１ Ｅ２ ＦⅠ ＦⅡ-1 ＦⅡ-2 Ｇ Ｈ

R6

0.06 0.01
R6

0.05 0.01
R6

0.06 0.01
R7

0.03 0.02
R7

0.08 0.06
R7

0.05 0.04

計 0.33 0.15
R6

0.09 0.02
R6

0.13 0.03
R7

0.12 0.09
R7

0.12 0.09

計 0.46 0.23

0.08 0.02

0.13 0.03

0.05 0.04

0.12 0.09

計 0.38 0.18
R6

0.16 0.04
R7

0.16 0.12

計 0.32 0.16
R6 R5

0.12 0.02
R6 R6

0.12 0.06
R7 R7

0.16 0.04

計 0.40 0.12
R6

0.14 0.03
R6

0.10 0.02
R7

0.19 0.15
R7 R6 航測法

0.04 0.01 【基】

計 0.47 0.21
R6

0.27 0.06
R7

0.10 0.08
R7 併用法

0.44 0.20 (地上法・航測法)

R7 併用法

0.62 0.28 (地上法・航測法)

R7 併用法

0.59 0.27 (地上法・航測法)

R7 併用法

0.43 0.19 (地上法・航測法)

計 2.45 1.08

R7

備　考

1 高崎市

石原Ⅰ

R6 R7

松之沢Ⅳ

番
号

市町村名 計画区名 調査面積
(k㎡)

換算面積
(k㎡)

実　施　工　程

R6 R7

R8

水沼Ⅶ

R6 R7

水沼Ⅷ

R7 R8

八木原の一部１

R7 R8

中里Ⅴ

R7 R8

岩崎Ⅱ

R7 R8

R7

R6 R7

R8

2 桐生市

菱町の一部８

R6 R7

水沼の一部９

R6 R7

菱町の一部９

R7 R8

3

新田下江田町・粕川町の各一部その２

R7 R8

緑町・上泉町の各一部

R7

4 太田市

新田下江田町・粕川町・出塚町の各一
部

R6 R7

伊勢崎市

山王町・中町・今井町の各一部

三光町・上泉町・緑町の各一部

R6 R7

山王町の一部Ⅲ

西本町の一部、代官町の一部、大街道
一丁目の一部

R8 R9

本町一丁目の一部、代官町の一部、朝
日町の一部

西本町の一部、大街道一丁目の一部

R8

6 渋川市

北牧Ⅲ

R6 R7

北牧Ⅳ

R7

津久田Ⅷ

津久田Ⅶ

R6

R7

5 館林市

R8

7 藤岡市

鬼石Ⅳ

R6 R7

鬼石Ⅴ

R7 R8

R6 R7

R7 R8

下日野Ⅰ・金井Ⅰ

下日野Ⅱ

下日野Ⅲ

下日野Ⅳ

- 19 -



Ｃ Ｄ
RD1
RD2

RD3 Ｅ１ Ｅ２ ＦⅠ ＦⅡ-1 ＦⅡ-2 Ｇ Ｈ
備　考番

号
市町村名 計画区名 調査面積

(k㎡)
換算面積
(k㎡)

実　施　工　程

R6

0.33 0.08
R7 R6

0.28 0.21

計 0.61 0.29
R6

0.39 0.09
R7 R6

0.34 0.25
R8 R7

0.35 0.01

計 1.08 0.35

0.09 0.02

0.05 0.04

計 0.14 0.06
R6

0.20 0.05
R7

0.03 0.02

計 0.23 0.07
R6

0.21 0.05
R7

0.20 0.15

計 0.41 0.20
R6

0.07 0.02

計 0.07 0.02
R6

0.03 0.01

計 0.03 0.01
R6 R5

0.16 0.04
R7 R6

0.16 0.12
R8 R7

0.19 0.01

計 0.51 0.17
R7

0.54 〈検〉

R7

0.22 〈検〉

R7

0.28 〈検〉

R7

0.24 〈検〉

R7

0.49 〈検〉

計 1.77 0.00
R7

0.29 0.09
R7

0.45 0.14

計 0.74 0.23
R6

0.30 0.07
R6 R6

0.21 0.11
R7 R7

0.18 0.04

計 0.69 0.22

8 富岡市

妙義町大牛の一部Ⅳ・妙義町岳の一部
Ⅲ・妙義町妙義の一部Ⅰ

R6 R7

妙義町大牛の一部Ⅴ・妙義町岳の一部Ⅳ・妙
義町行沢の一部Ⅱ・妙義町諸戸の一部Ⅰ

R8R7

9 安中市

川久保・森脇・水出

R6 R7

坂本の一部１

R9

蟹沢・西浦・北浦

R8R7

R8

11 榛東村

新井の一部４

R6 R7

R7

10 みどり市

大間々１２

R6 R7

大間々１３

R7 R8

新井の一部５

R8

12 吉岡町

大久保５

R6 R7

大久保６

R7 R8

14 神流町 大字船子の一部(2)

R6

15

13 上野村 勝山Ⅱ

R6

檜沢１

R8 R9
南牧村

磐戸１

R6 R7

滝ノ山

磐戸２

R7 R8

18 東吾妻町

須賀尾の一部７

R6 R7

須賀尾の一部8

R9

17 嬬恋村

荻原・笹平の１

火打花

16 長野原町

岩下の一部4

R7

R8

R7

R7

R8

R8

R9

R9

R7

R8

〈検〉

R7

〈検〉

町

R7

〈検〉

東貝瀬

R7

〈検〉

貝瀬

R7

〈検〉

遠西

R7

R7
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Ｃ Ｄ
RD1
RD2

RD3 Ｅ１ Ｅ２ ＦⅠ ＦⅡ-1 ＦⅡ-2 Ｇ Ｈ
備　考番

号
市町村名 計画区名 調査面積

(k㎡)
換算面積
(k㎡)

実　施　工　程

R6

0.09 0.02
R7

0.09 0.07

計 0.18 0.09
R6

0.58 0.13

計 0.58 0.13
R5

0.18 0.04
R7

0.30 0.01

計 0.48 0.05

合　　　　計 10.56 4.02

注) 1　群馬県の地籍調査の実施状況は、群馬県ＨＰに掲載しています。「国土調査」で検索。

　　https://www.pref.gunma.jp/page/9724.html

2　実施工程欄の符号は、次のとおりとする。

　　　Ｃ＝地籍図根三角測量　Ｄ＝地籍図根多角測量　Ｅ１＝素図作成　E２＝一筆地調査　ＦⅠ＝地籍細部測量　ＦⅡ-1＝一筆地測量　ＦⅡ-2＝地籍図作成

　　　Ｇ＝地積測定　Ｈ＝地籍図及び地籍簿の作成

　　　RD1＝既存資料の収集・確認（航測法）　RD2＝空中写真測量及び航空レーザ測量（航測法）　RD3＝補備測量及び筆界点の座標値の算出（航測法）

・令和7年度は、長野原町の5地区において令和6年能登半島地震に伴う測量成果の補正・検証測量を実施。当該地区は〈検〉と記載。

　既存成果の補正のため、調査面積には含むが、換算面積には含まないものとする。

・令和6年度に、国土交通省が渋川市において「効率的手法導入推進基本調査」を実施。

　当該調査にて、航空レーザ測量によるリモートセンシング手法を用いた調査を実施した工程には、【基】と記載。

19 みなかみ町 相俣Ⅸ

R6 R7

18 昭和村

貝野瀬Ⅵ
R6 R7

貝野瀬Ⅶ
R7

20 大泉町

寄木戸３・仙石１

R6 R7

寄木戸4

R8 R9

R8
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１ 効率的手法導入推進基本調査とは 
 

 国が地域特性に応じた効率的で先進的な調査手法（リモートセンシング活用型、ＭＭＳ等活用型）を

用いて基礎的な情報を整備提供することで、市区町村による地籍調査の実施を後押しするとともに、

様々な条件下での当該手法の活用事例やノウハウ等を蓄積・普及することにより、市区町村における

効率的な地籍調査手法の導入推進を図ることを目的とした調査です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国土交通省作成資料を引用） 

 

２ リモートセンシング活用型 
 

航空機からの航空レーザ測量手法等の活用により広範囲の山林地域の情報を迅速に計測し、取得

したデータから空中写真だけでなく、微地形表現図、林相識別図等の山林境界に関する多様な情報を

整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国土交通省作成資料を引用） 
 

従来よりも広範囲の測量を、現地に行くことなく実施することが可能となり、作業の大幅な迅速化が

図られます。加えて現地測量作業に伴う危険も減少します。 

また、リモートセンシングデータ等を活用して作成した微地形表現図に加え、調査過程で得られる林

相識別図や樹高分布図の多様な情報を有効活用することで、筆界案を作成するだけでなく、現地立会

の代わりに集会所等で境界を確認することが可能となり、境界確認に要する時間や労力の大幅な効率

化と現地立会に伴う危険の減少が期待されます。 

 Ⅳ 効率的手法導入推進基本調査 
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３ MMS（モービルマッピングシステム）活用型 
 

ＭＭＳによる車載写真レーザ測量手法を活用し、官民境界エリアを迅速に計測して数値地形図を作

成するとともに、公物管理者が保有する境界情報等も有効活用しつつ、官民境界に関する基礎的情

報を整備します。 

ＭＭＳを搭載した車両を走行させることで、道路沿いの広範囲のデータを短期間で計測することが

可能となり、現地作業の大幅な迅速化が図られます。また、図面、簿冊に加え、調査過程で得られる三

次元点群データや３Ｄバーチャル画像等を用いることにより、境界確認等の効率化が期待されます。 

【参考】ＭＭＳ（車載写真レーザ測量システム：モービルマッピングシステム）とは、車両にＧＮＳＳ（全球

測位衛星システム）等の自車位置姿勢データ取得装置及び３Ｄレーザスキャナ、カメラ等の数値

図化用データ取得機器を搭載した計測・解析システム。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国土交通省作成資料を引用） 

    

４ 調査実施要件 
 

○ 後続の地籍調査を、基本調査完了後３年以内に実施すること。 

○ 優先実施地域であること。 

○ 成果の移管（基準点の維持管理等）に同意できること。 

○ 地籍基本調査に必要な資料収集等の協力に応じること。 

○ 他の地籍基本調査又は地籍調査における調査内容の再調査に該当しないこと。 

 

５ 事業主体及び費用負担 
 

○事業主体：国 （国土交通省政策統括官付 地理空間情報課 地籍整備室） 

○費用負担：国費 100％ 
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１ 土地分類基本調査とは 
 

 土地分類基本調査は、地形、地質、土壌等のその土地が持つ自然的な性質や土地利用の状況を把

握する調査です。調査成果は、各種土地利用計画や防災計画、環境保全対策などの基礎資料として活

用されるなど、様々な利用が図られています。 

 

２ 成 果 
 

 国土地理院が発行している縮尺 5 万分の 1 地形図を基図として現地調査や資料整理を行って、そ

の地域の地形、表層地質、土壌等の立地条件や、開発、土地利用の規制因子となる土地利用現況、水

系、傾斜区分等の地域の自然的特性をまとめた地図と説明書を作成します。 

  成果は、群馬県農政部農村整備課で閲覧及び貸出を行っているほか、国土交通省のホームページ

に掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

  ○国土交通省「国土数値情報ダウンロードサイト」 

   https://nlftp.mlit.go.jp/kokjo/inspect/inspect.html 

 

３ 事業主体 
 

 群馬県 

 

４ 調査の実施及び成果作成機関 
 

総 括  群馬県農政部農村整備課 

地 形 分 類 

表 層 地 質  群馬県土地分類基本調査研究会 

傾 斜 区 分              （県が作成委託） 

水 系 

土 壌 及 び  群馬県農業技術センター 

土地利用現況  群馬県林業試験場 

 

 Ⅴ 土地分類基本調査 

地形分類図 表層地質図 土壌図 
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５ 土地分類基本調査実施地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 土地分類基本調査の実績 
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◎国土交通省 政策統括官付 地理空間情報課 地籍整備室 （地籍調査） 

〒100-8918 

東京都千代田区霞が関 2-1-3 中央合同庁舎第 3 号館 

          ℡ 03-5253-8111（代表） 

 

◎国土交通省 関東地方整備局 用地部 用地企画課 （地籍調査） 

          〒330-9724 

        埼玉県さいたま市中央区新都心 2 番地 1 さいたま新都心合同庁舎第 2 号館 

          ℡ 048-601-3151 

 

◎国土交通省 国土地理院 関東地方測量部 測量課 （基準点設置・改測） 

        〒102-0074 

        東京都千代田区九段南 1-1-15 九段第 2 合同庁舎 

        ℡ 03-5213-2051 
 
◎前橋地方法務局 

庁  名 不動産登記管轄区域 所在地及び電話番号 

前橋地方法務局 

（本局） 

前橋市 

 

〒371-8535 前橋市大手町 2-３-１ 

      ℡ 027-221-4466 

高崎支局 

 

 

高崎市 

安中市 

藤岡市 

多野郡 神流町 

〒370-0045 高崎市東町 134-12 

      ℡ 027-322-6315 

 

桐生支局 

 

桐生市 

みどり市 

〒376-0045 桐生市末広町 13-5 

      ℡ 0277-44-3526 

伊勢崎支局 

 

伊勢崎市 

佐波郡 玉村町 

〒372-0006 伊勢崎市太田町 554-10 

      ℡ 0270-25-0758 

太田支局 

 

 

太田市 

館林市 

邑楽郡 大泉町、千代田町、 

    邑楽町、板倉町、明和町 

〒373-0063 太田市鳥山下町 387-3 

      ℡ 0276-32-6100 

 

沼田支局 

 

沼田市 

利根郡 片品村、川場村、 

       みなかみ町、昭和村 

〒378-0042 沼田市西倉内町 701 

      ℡ 0278-22-2518 

富岡支局 

 

 

富岡市 

甘楽郡 甘楽町、下仁田町、 

       南牧村 

多野郡 上野村 

〒370-2316 富岡市富岡 1383-6 

      ℡ 0274-62-0404 

 

中之条支局 

 

吾妻郡 中之条町、東吾妻町、    

高山村、長野原町、     

嬬恋村、草津町 

〒377-0424 吾妻郡中之条町大字中之条町 

       692-2 

      ℡ 0279-75-3037 

渋川出張所 

 

渋川市 

北群馬郡 吉岡町、榛東村 

〒377-0007 渋川市石原 1099-1 

      ℡ 0279-22-0242 

 

 Ⅵ 関係機関一覧 



　参考

第４次計画
まで

第5次計画
（実績）

第６次計画
（実績）

S26～
H11

Ｈ12～
Ｈ21

Ｈ22～
Ｈ31

計　画
面　積

R6まで
実績

R7
実施
計画

前橋市 S36 H10 311.59 291.52 182.31 182.14 0.17 7.00 9.96 192.27 66.0 99.3 休止

高崎市 S39 459.16 414.16 150.27 114.13 16.52 17.61 19.26 2.01 0.15 7.29 157.56 38.0 256.6 外注

桐生市 S47 274.45 210.86 48.11 34.50 9.76 2.89 4.43 0.96 0.23 1.20 49.31 23.4 161.5 外注

伊勢崎市 H1 139.44 136.42 25.37 8.01 5.77 8.98 9.00 2.61 0.18 8.65 34.02 24.9 102.4 外注

太田市 S38 175.54 174.69 62.94 55.68 4.13 2.35 5.49 0.78 0.16 7.97 70.91 40.6 103.8 外注

沼田市 S63 H26 443.46 185.41 7.12 3.76 3.02 0.34 4.47 17.07 24.19 13.0 161.2 休止

館林市 H16 60.97 59.39 9.68 3.12 4.91 4.79 1.65 0.12 2.14 11.82 19.9 47.6 外注

渋川市 S42 240.27 211.60 164.66 127.84 15.20 13.17 6.61 8.45 0.21 6.90 171.56 81.1 40.0
直営
外注

藤岡市 S33 S54 H25 180.29 169.02 56.19 53.12 1.94 3.73 1.13 1.08 56.19 33.2 112.8 外注

富岡市 S34 122.85 114.98 70.91 64.35 2.05 2.97 3.20 1.54 0.29 2.80 73.71 64.1 41.3 外注

安中市 S29 276.31 201.48 119.24 111.34 2.97 3.37 4.20 1.56 0.35 1.27 120.51 59.8 81.0 外注

みどり市 S42 S55 H23 208.42 199.57 16.91 13.72 2.43 3.24 0.76 0.06 16.91 8.5 182.7 外注

榛東村 H26 27.92 27.92 2.97 1.36 4.10 1.61 0.07 0.64 3.61 12.9 24.3 外注

吉岡町 H24 20.46 19.80 2.87 1.97 2.00 0.90 0.20 0.09 2.96 14.9 16.8 外注

上野村 H26 181.85 107.30 0.39 0.14 1.70 0.25 0.02 0.39 0.4 106.9 外注

神流町 H16 114.60 96.93 6.08 0.06 2.21 3.41 1.00 0.40 0.01 6.08 6.3 90.9 外注

下仁田町 188.38 151.78 5.50 151.8

南牧村 R1 118.83 78.90 1.70 0.23 3.00 1.47 0.17 1.70 2.2 77.2 委託

甘楽町 S39 H18 58.61 52.51 44.68 43.17 1.51 44.68 85.1 7.8 休止

中之条町 S39 R3 439.28 136.19 121.45 88.57 19.51 13.23 9.99 0.14 0.20 121.65 89.3 14.5 休止

長野原町 S50 R3 133.85 110.39 40.31 25.46 9.88 4.42 10.10 0.55 0.22 40.53 36.7 69.9 休止

嬬恋村 S47 337.58 191.61 69.55 49.68 11.51 6.24 9.50 2.12 0.23 1.58 71.13 37.1 120.5 外注

草津町 S42 S51 49.75 14.53 9.76 9.76 9.76 67.2 4.8 完了

高山村 S48 H6 64.18 62.79 59.00 59.00 59.00 94.0 3.8 完了

東吾妻町 S45 253.91 178.34 72.37 50.93 11.95 8.52 7.30 0.97 0.22 1.16 73.53 41.2 104.8 外注

片品村 391.76 299.55 7.50 299.6

川場村 H17 R2 85.25 41.14 3.54 1.63 1.91 1.80 0.37 3.91 9.5 37.2 休止

昭和村 H22 64.14 52.58 1.93 1.45 3.20 0.48 0.09 9.61 11.54 21.9 41.0 外注

みなかみ町 S44 781.08 201.36 94.30 81.39 5.67 3.94 10.50 3.30 0.13 1.47 95.77 47.6 105.6 外注

玉村町 S31 S37 25.78 25.77 25.77 25.77 25.77 100.0 完了

板倉町 41.86 35.85 3.68 3.31 3.31 9.2 32.5

明和町 S28 S49 19.64 19.16 19.16 19.16 19.16 100.0 完了

千代田町 21.73 21.73 3.50 0.82 0.82 3.8 20.9

大泉町 H30 18.03 16.06 1.93 0.34 3.50 1.59 0.05 1.06 2.99 18.6 13.1 外注

邑楽町 31.11 31.11 2.71 0.59 0.59 1.9 30.5

35市町村 6362.33 4342.40 1491.46 1221.54 126.41 108.29 166.00 35.22 4.02 86.37 1577.83 36.3 2764.6

※２　地籍明確化必要面積は、調査対象面積から大規模国有地等を控除した面積である。

※３　調査済面積は換算面積で計上した。

※４　第４次計画までには、任意方式（S26～31）、特定計画方式（S32～37）、１次（S38～44)、２次（S45～54）、３次(S55～H元）、４次（H2～11）を含む。

※５　渋川市におけるR6年度実績には、国土交通省が実施した「効率的手法導入推進基本調査」の調査面積5.98k㎡（換算面積ベース）を含む。

※６　記載の数値はそれぞれ四捨五入を行っているため、合計及び比率は一致しない場合がある。

　群 馬 県 の 地 籍 調 査 に 関 す る 各 種 デ ー タ 記 録 表 
（令和7年4月末現在）

　　 項目

市町村名

調 査 状 況

①

市町村
全面積

（ｋ㎡）

②

調査対
象面積

（ｋ㎡）

着
手
年
度

休
止
年
度

再
開
年
度

完
了
年
度

第７次計画
（R2年度～11年度）

③

R6末
調査済
面　積

（ｋ㎡）

調　　査　　実　　績　　　（年次毎）　　（ｋ㎡）
④

R6年度ま
での19条
5項指定面

積

 （ｋ㎡）

⑤
R6年度末
地籍が明確
化されてい

る面積
③+④

 （ｋ㎡）

⑥

進捗率
(R6迄）
⑤/②

（%）

⑦

地籍の明確
化必要残面

積
 （ｋ㎡）
②-⑤

※１　調査除外面積は国有林野と公有水面の合計面積で、第６次１０箇年計画時の面積としている。

備考

- 27 -



字
あざきりず

限図 （地籍調査前）

※字限図＝地番区域である大字または字を単位に作成された地図で、

　　　　　　　　「字
あざ

図
ず

」、「字
あざ

絵図
えず

」または「公図
こうず

」とも呼ばれ、現在法務局

　　　　　　　 に備え付けられている。

地籍図 （地籍調査後）

令和7年7月31日発刊

群馬県農政部農村整備課

TEL  （０２７）２２６－３１６３

FAX  （０２７）２２４－８７４４

Mail  nousonka@pref.gunma.lg.jp


